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　 最低賃金の履行確保に取り 組むと と も に、 業務改善助成金など「 賃上げ」 支援パッ ケージによ り 、 生産性向

上を 通じ た中小企業等の賃金引上げを 支援し ます。 また、 賃上げの原資が確保さ れる よ う 、 中小企業庁等と 連

携し て適正な価格転嫁などの環境整備にも 取り 組みます。

賃金引上げに向けた支援、 非正規雇用労働者への支援

最低賃金引上げに向けた中小企業・ 小規模事業者の
生産性向上のための支援1

　 労働局が労働基準監督署と 連携し て効率的な報告徴収又は指導監督を 行い、 是正指導の実効性を 高める と と

も に、 基本給・ 賞与について見直し を 促す働き かけ、 監督署によ る 点検要請、 支援策の周知を 行う こ と によ り 、

企業の自主的な取組を 促し 、 同一労働同一賃金の遵守徹底を 図り ます。

同一労働同一賃金の遵守の徹底2

神奈川働き 方改革推進支援センタ ー（ 厚生労働省委託事業）　 ☎ 0120-910-090

　 非正規雇用労働者の処遇改善や正社員への転換に取り 組んだ事業主に対し て支援を 行う キャ リ アアッ プ助成

金について、「 年収の壁・ 支援強化パッ ケージ」 と し て、 年収の壁を 意識せず働く こ と のでき る 環境づく り を 後

押し する ために令和５ 年 1 0 月に新設し た「 社会保険適用時処遇改善コ ース」 のほか、「 正社員化コ ース」、「 賃

金規定等改定コ ース」 を はじ めと し た各コ ースの周知や活用勧奨等を 行います。

非正規雇用労働者の処遇改善・ 正社員化を行う 企業への支援3

Ⅰ

　 働き 方改革推進のため、 就業規則の作成方法や賃金規定の見直し 、 人材不足対応、 長時間労

働の削減、 非正規労働者の処遇改善、 ハラ スメ ン ト 対策、 労働関係助成金の活用など、 労務管

理全般に関する相談対応等を 無料で行います。

【 神奈川政労使会議（ 2025 年 1 月 20 日）】

写真提供： 神奈川県
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リ ・ スキリ ングの推進

  教育訓練給付等による労働者個々人の学び・ 学び直し の支援の促進
　 経済社会の変化に対応し た労働者個々人の学び・ 学び直し を 支援するため、 教育訓練給付制度の拡充につ

いて、 様々な機会を 捉えて積極的な周知を 実施すると と も に、 理由を 問わず電子申請を 行う こ と ができ るこ

と についても 引き 続き 周知を 図り ます。

 地域職業能力開発促進協議会の活用
　 地域職業能力開発促進協議会において、 地域の訓練ニーズを 把握し 、 公的職業訓練のコ ース設定及び教育

訓練給付指定講座の確保に活用し 、 必要な訓練機会の提供に繋げます。

　 また、 ワーキンググループにおいて、 訓練効果の検証及び訓練カ リ キュ ラ ム改善促進策の検討など、 地域

の課題に沿っ た議論を 行い、 効果的な人材育成の推進に努めます。

 キャ リ ア形成・ リ スキリ ング事業の実施
　 労働者の在職時から の継続的なキャ リ ア形成やリ スキリ ン グに係

る 支援を 推進する ため、 在職者や企業、 学校を 対象にキャ リ ア形成

支援を 行う 「 キャ リ ア形成・ リ ス キリ ン グ支援セン タ ー」（ 厚生労

働省委託事業） を 周知すると と も に、ハローワーク に「 キャ リ ア形成・

リ スキリ ン グ相談コ ーナー」 を 設置し 、 キャ リ アコ ン サルタ ン ト に

よる相談を 行います。

 公的職業訓練のデジタ ル分野の重点化
　 適切な受講勧奨を 通じ てデジタ ル分野の公的職業訓練への受講を

促進し 、 訓練開始前から 訓練終了後までのき め細かな個別・ 伴走型

支援により 、 デジタ ル分野での再就職の実現に取り 組みます。

 中小企業への賃金助成の拡充等による企業における人材育成の推進
　 人材開発支援助成金の「 事業展開等リ スキリ ング支援コ ース」 及び「 人への投資促進コ ース」 の周知・ 活

用勧奨を 行う と と も に、 デジタ ル分野等での活用の促進を 図り ます。

リ ・ スキリ ングによる能力向上支援1

Ⅱ

  「 jo b  ta g 」 や「 し ょ く ばら ぼ」 の活用による労働市場情報の見える化の推進
　 円滑な労働移動を 実現する ためには、「 労働市場情報の見える 化」 を 進め、 マッ チン

グ機能の強化を 図る こ と が重要であり 、「 job  tag （ 職業情報提供サイ ト ）」 を 活用し た

職業相談及び求人者の採用支援を 進めると と も に、job  tag の積極的な周知を 行います。

また、「 求職者等への職場情報提供に当たっ ての手引」 及びこ れを 踏まえた「 し ょ く ば

ら ぼ（ 職場情報総合サイ ト ）」 の利活用等について周知を 実施し ていき ます。

 ハローワーク におけるキャ リ アコ ンサルティ ング機能の充実等
　 ハローワーク における職業相談・ 紹介業務について、 ハローワーク 職員に対し 、 キャ リ アコ ンサルタ ント

の資格取得を 促進し 、 キャ リ アコ ンサルティ ング機能の強化を 図り ます。

労働移動の円滑化2
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人手不足対策

多様な人材の活躍と 魅力ある職場づく り

　 ハロ ーワーク において、 オン ラ イ ン を 活用し た求人受理を 進める と と も に、 求人事業所に対し 、 求人条件緩

和や魅力ある 求人票の作成支援等の助言、 事業所情報の収集を き め細かく 行う など の求人充足に向けたサービ

スを 実施し 、 求人者支援の充実を 図り ます。

ハローワーク における求人充足サービスの充実1

  高年齢者の就労促進
　 働く 意欲のある高齢者が年齢にかかわり なく 、 その能力・ 経験を十

分に発揮し 活躍できる社会を実現するため、 70 歳までの就業確保措

置を事業主の努力義務と する改正高年齢者雇用安定法を周知すると と

も に、 高年齢者雇用に積極的に取り 組む企業への支援を行います。

　 また、 県内 1 4 か所のハロ ーワーク に「 生涯現役支援窓口」 を 設置し 、 6 5 歳を 超えても 働く こ と を 希望

する高年齢求職者に対し 、 高年齢者のニーズ等を 踏まえた職業生活の再設計に係る支援や支援チームにより

マッ チング支援を 行う と と も に、 公益財団法人産業雇用安定セン タ ーと 連携し 、 6 5 歳以上の再就職支援に

重点的に取り 組みます。

多様な人材の就労・ 社会参加の促進1

法令順守徹底のルール
①お祝い金・ 転職勧奨禁止について職業紹介事業の許可条件に追加
②募集情報等提供事業について労働者の登録から 就職・ 定着までの全ての過程

における金銭等の提供を 原則禁止

雇用仲介事業者の
さ ら なる見える化

①職業紹介事業者の手数料実績（ 職種ごと ・ 平均手数料率） の公開義務化
②募集情報等提供事業者の利用料金・ 違約金規約の明示義務化

　 労働局に設置し た『「 医療・ 介護・ 保育」 求人者向け特別相談窓口』 において、 相談窓口に寄せら れた情報を

基に必要な対応を 行う と と も に、 窓口の周知に努めます。

　 雇用仲介事業についての新たなルールの対応について、 適切に履行さ れる よ う 取り 組みます。 また、 アプ リ

を 使用し て短時間・ 単発の仕事を 仲介する いわゆる「 スポッ ト ワーク 」 の雇用仲介事業者に法違反が認めら れ

た場合には、 適切に指導を 行います。

雇用仲介事業者（ 職業紹介事業者、募集情報等提供事業者）への対応3

Ⅲ

Ⅳ

　 医療・ 介護・ 保育・ 建設・ 運輸・ 警備分野など 特に人材が不足

し ている分野の人材確保のため、 県内８ か所（ 横浜・ 戸塚・ 川崎・

平塚・ 藤沢・ 相模原・ 川崎北・ 港北） のハロ ーワーク に「 人材確

保対策コ ーナー」 を 設置し 、 業界研究セミ ナーや事業所見学会・

就職面接会等を 定期的に開催し 、 人材確保を 支援し ます。

　 また、 専門窓口未設置のハロ ーワーク も 含め、 魅力ある 職場づ

く り を 支援する ため、 事業主の行う 雇用管理への相談援助も 実施

し ていき ます。 希望する事業所には社会保険労務士による訪問相談も 無料で行います。

人材不足分野における人材確保支援2

令和6 年6 月1 日時点
3 ,3 3 4 社（ 全体の2 9 .9 ％） ＜2 1 人以上規模企業＞
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  障害者の就労促進
　 多様な障害の特性に対応し た就労支援に取り 組みます。 法定雇用率

の引上げ等
※

によ り 、 障害者雇用の機会増加が見込まれる こ と から 、

未達成企業の指導・ 助言の強化に取り 組むと と も に、 ハローワーク と

地域の関係機関が連携し 、 採用の準備段階から 採用後の職場定着まで

一貫し たチーム支援等を 実施し ます。

　 また、 事業主が雇用する障害者のキャ リ ア形成支援など適正な雇用

管理に一層取り 組むよう 、 事業主への助言・ 指導を 行います。

（ ※民間企業における法定雇用率は、 令和６ 年４ 月から 2 .5 ％、 令和８ 年７

月から 2 .7 ％と 段階的に引上げ。 また、 令和７ 年４ 月に除外率が一律 1 0 ％

引下げ。）

  外国人労働者に対する就職支援
　 県内６ か所（ 横浜・ 川崎・ 平塚・ 藤沢・ 厚木・ 大和） のハロ ーワーク に通訳員を 配置し 、 通訳・ 多言語音

声翻訳機器や 1 3 か国語に対応し た多言語コ ンタ ク ト セン タ ーを 活用し た多言語による 相談を 行います。 ま

た、 県内２ か所（ 横浜・ 川崎） の新卒応援ハローワーク を 中心に、 大学等の教育機関と 連携し た外国人留学

生等の就職支援を 実施し ます。 外国人労働者を 雇用する事業所に対し ては、 外国人労働者に対する適正な雇

用管理の確保を 図る ため、 事業所訪問等による雇用管理状況の確認、 改善のための助言・ 援助等を 行います。
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※1　 （ 出典） 神奈川労働局 障害者雇用状況報告によ る。

※2　 平成18年から 平成24年は雇用義務がある 企業（ 56人以上規模） についての集計。 法定雇用率は1.8％

※3　 平成25年から 平成29年は雇用義務がある 企業（ 50人以上規模） についての集計。 法定雇用率は2.0％

※4　 平成30年から 令和2年は雇用義務がある 企業（ 45 .5人以上規模） についての集計。 法定雇用率は2.2％

※5　 令和3年から 令和5年は雇用義務がある 企業（ 43 .5人以上規模） についての集計。 法定雇用率は2.3％

※6　 令和6年は雇用義務がある 企業（ 40 .0人以上規模） についての集計。 法定雇用率は2.5％

（ ％）

30 ,000 .0

（ 人）

精神障害者 知的障害者 身体障害者 実雇用率

神奈川の民間企業における障害者の雇用状況

27年 28年 29年 30年 元年 ２ 年 ３ 年 ４ 年 ５ 年 ６ 年

140 ,000

120 ,000

100 ,000

80 ,000

60 ,000

40 ,000

20 ,000

0

外国人労働者数の推移

各年10月末時点

R2 R3 R4 R5 R6

94 ,489
100 ,592 105 ,9 73 119 ,46 6

134 ,101

（ 人）
25 ,000

（ 所）

20 ,000

15 ,000

10 ,000

5 ,000

外国人雇用事業所数の推移

各年10月末時点

R2 R3 R4 R5 R6

16 ,925 18 ,4 76 19 ,503

0

20 ,884 22 ,384

4



  多言語による労働条件等の相談支援体制の整備
　 外国人労働者相談コ ーナー（ 労働局： 英語・ スペイ ン語・ ポルト ガル語・ ベト ナム語・ タ ガログ語、 厚木

労働基準監督署： スペイ ン語） において相談対応し ます。

  就職氷河期世代を含む中高年齢層へ向けた就職支援
　 就職氷河期世代の就労支援は、 令和７ 年度以降、 中高年齢層に向けた施策を 通じ て、 相談、 リ ・ スキリ ン

グから 就職、 定着までを 切れ目なく 効果的に支援するため、 県内４ か所のハローワーク （ 横浜・ 藤沢・ 相模

原・ 川崎北） に設置さ れた専門窓口が中心と なり 、 専門スタ ッ フ による伴走型のチーム支援を 実施し 、 不安

定な働き 方から 正社員雇用への転換を 後押し し ます。

  地方公共団体と 連携し たハローワーク における生活困窮者等に対する就労支援
　 生活保護受給者や生活困窮者等の就労による自立を 促進する ため、 地方公共団体庁舎内へのハローワーク

常設窓口の設置（ 2 6 か所） や、福祉事務所等への定期的な巡回相談、就職面接会の実施により 、ハローワー

ク と 地方公共団体が一体と なっ て、 早期かつき め細かな就労支援を 実施し ます。

  困難な課題を抱える若年者・ 新規学卒者等への支援
　 就労に当たっ て様々な課題を 有する若年者に対し 、横浜わかも のハローワーク 及びハローワーク において、

個別支援担当制で、 職業相談から 職場定着までの一貫し た丁寧な支援を 実施し ます。

　 また、就職活動に多様な課題を 抱える新規学卒者に対し 、新卒応援ハローワーク （ 横浜・ 川崎） 及びハロー

ワーク において、 学校や関係機関と 連携し 、 き め細かな支援を 実施し ます。

　 新規学卒者も 含め就労に多種多様な

困難を 抱える若年者に対し 、 全ハロー

ワーク と 県内６ つの地域若者サポート

ステーショ ンは、 相互の連携を 図り 就

職から 職場定着まで一連の支援を 実施

し ます。 また、 企業と 地域若者サポー

ト ステーショ ンの積極的なマッ チング

の機会を 設けます。

　 若者の採用・ 育成に積極的で、 若者

の雇用管理の優良な中小企業を 厚生労

働大臣が認定する 「 ユースエール認定

企業」 についてあら ゆる機会を 捉えて

周知を 行い推奨し ます。
【 神奈川労働局Ｈ Ｐ ：

ユースエール認定制度】

【 横浜わかも のハロ ーワーク Ｈ Ｐ 】
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仕事と 育児・ 介護の両立支援、 多様な働き 方の実現に
向けた環境整備、 ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスの促進4

　 パワーハラ スメ ント やセク シュ アルハラ スメ ント 等、 職場におけるハラ スメ ン

ト 防止措置を 講じ ていない事業主に対し 、 厳正な指導の実施等により 、 引き 続き

法の履行確保を 図り ます。

　 カ スタ マーハラ スメ ント 、就職活動中の学生等に対するハラ スメ ント について、

事業主に対し て、 ハラ スメ ント 防止指針に基づく 「 望まし い取組」 の周知徹底を

図る こ と によ り 、 企業の取組を 促し ます。 また、 労働施策総合推進法

等の改正法案が成立し た場合には、改正内容が十分に理解さ れるよう 、

労使団体等と 連携し て周知に取り 組みます。

女性活躍促進に向けた取組促進等

総合的なハラ スメ ント の防止

2

3

  女性活躍促進のための支援
　 女性活躍推進法に基づき 常用労働者数 3 0 1 人以上の

事業主に義務付けら れている 男女の賃金の差異に係る

情報公表等について 着実な 履行確保を 図る と と も に、

男女の賃金の差異の要因分析と 情報公表を 契機と し た

雇用管理改善の取組を 促し ます。

　 女性活躍推進法の改正法案が成立し た場合には、 改

正内容について労使に十分に理解さ れる よ う 、 周知に

取り 組みます。

　 また、 月経、 更年期等と いっ た女性の健康課題への

取組について、 企業の自主的な取組を 支援し ます。

  マザーズハローワーク 等による子育て中の女性等に

対する支援
　 県内２ か所（ 横浜・ 相模原） のマザーズハロ ーワーク 及び７ か所（ 川崎・

横須賀・ 藤沢・ 厚木・ 川崎北・ 港北・ 大和） のハローワーク に設置さ れたマザー

ズコ ーナーにおいて、 子供連れでも 安心し て求職活動ができ る 環境を 整え、

就職を 希望する 子育て中の女性等の個々のニーズに沿っ た就職支援を 実施し

ます。 また、 地方自治体と 連携し 、 子育てに係る 行政サービ ス情

報を 提供する ほか、 柔軟な求職活動を 行える よ う オン ラ イ ン を 活

用し た就職支援や、 地域の子育て拠点等へのアウト リ ーチを 一層

推進し ます。

  仕事と 育児・ 介護の両立支援
　 育児期の柔軟な働き 方の実現や介護離職防止のための制度周知等を 目的と する改正育児・

介護休業法の内容について引き 続き 周知を 行う と と も に、 法の着実な履行に取り 組みます。

あわせて、 労働者の権利侵害が疑われる事案等を 把握し た場合には、 事業主に対する積極的

な報告徴収・ 是正指導を 行います。

　 また、 育児休業の取得状況及び労働時間の状況等に係る状況把握・ 数値目標の設定を 義務

付ける改正次世代育成支援対策推進法の内容について十分に理解さ れるよう 、 労使団体等と

連携し て周知を 行い、 着実な履行確保を 図り ます。

【 あかる い職場応援団】

【 女性の活躍推進企業データ ベース】
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  多様な働き方、 働き 方・ 休み方改革
◆ 個々のニーズに基づき、 働く 場所や時間を 柔

軟に設定でき る テレ ワーク 制度の導入・ 定着

促進については「 人材確保等支援助成金（ テ

レ ワーク コ ース）」 の支給により 支援し ます。

◆ 年次有給休暇の取得促進（ 目標取得率 7 0 ％

以上） に向けて、 年次有給休

暇を 取得し やすい時季に集中

的な広報を 行います。

◆ 勤務間イ ン タ ーバル制度の導

入促進に当たっ ては、 働き 方

改革推進支援助成金を 活用し

て、 時間外労働の削減等の取

組支援を 行います。 

  長時間労働の抑制
◆ 長時間労働の抑制及び過重労働によ る 健康

障害を 防止する ため、 時間外・ 休日労働時間

数が 8 0 時間を 超えている と 考えら れる 事業

場、 長時間にわたる過重な労働による過労死

等の労災請求が行われた事業場に対する 監

督指導を 実施し ます。

◆ 建設業、 自動車運転者に係る 時間外労働の上

限規制遵守には、 建設工事発注者、 荷主等の

理解が重要であるため、 上限規制や配慮の重

要性を 周知し ます。

  労働条件の確保・ 改善対策
　 基本的労働条件の枠組み及び管理体制の確

立、 定着のために、 労働基準関係法令の遵守の

徹底を 図ると と も に、 重大又は悪質な事案に対

し ては、 司法処分も 含め厳正に

対処し ます。

安全で健康に働く こ と ができ る環境づく り6

フ リ ーラ ンスの就業環境の整備5
　 令和６ 年 1 1 月に施行さ れた「 フ リ ーラ ン ス・ 事業者間取引適正化等法」 について、 フ リ ーラ ン スから 就業

環境整備違反に関する 申出があっ た場合には、 速やかに申出内容を 聴取し 、 委託事業者に対する 調査、 是正指

導等を 行う など、 法の着実な履行確保を 図り ます。

　 また、フ リ ーラ ンスから 委託事業者等と の取引上のト ラ ブルについての相談があっ た際には、引き 続き「 フ リ ー

ラ ンス・ ト ラ ブル 1 1 0 番」 を 紹介するなど適切に対応し ます。

　 労災保険特別加入制度の対象に特定フ リ ーラ ン ス事業が追加さ れたため、 労災保険の特別加入を 希望する フ

リ ーラ ンスに対し 説明するなど適切に対応し ます。

【 厚生労働省Ｈ P

　（ 時間外労働の

　 上限規制関係）】

写真提供： 公益社団法人 神奈川県観光協会
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  第 1 4 次防労働災害防止計画

　  （ 神奈川計画） の推進
　 労働者一人ひと り が安全で健康に働く こ と ができ る 職

場環境の実現のため、 中間年度と なる 第 1 4 次労働災害

防止計画（ 神奈川計画） の目標達成に向け、 同計画に基

づき 次の取組を 行います。

◆事業者が自発的に安全衛生対策に取り 組むための

　 意識啓発

　  　 安全衛生対策の必要性や意義と と も に経営や人材確

保・ 育成の観点から プラ スになるこ と を 積極的に周知

啓発し ます。

　  　 令和７ 年１ 月から 義務化さ れた労働者死傷病報告の

電子申請が円滑に移行でき る よ う 懇切丁寧な説明を 行

います。

◆ 高年齢労働者の労働災害防止及び労働者の作業行動に

起因する労働災害防止対策の推進

　  　「 高年齢労働者の安全と 健康確保のためのガイ ド ラ

イ ン」 及びエイ ジフ レ ンド リ ー補助金（ 新たなコ ース

新設） の周知を 図り ます。

　  　 県内の小売業、 介護施設を 構成員と するそれぞれの

＋ Safe 協議会の活性化を 図る と と も に、 取組成果を

広く 伝え、 また、 転倒・ 腰痛災害防止大会を 開催し て、

安全衛生に対する機運の醸成を 図り ます。

◆外国人労働者等の労働災害防止の推進

　  　 外国人労働者が容易に理解でき る 視聴覚教

材等について情報を 発信する 等し て、 外国人

労働者の労働災害防止対策を 推進し ます。

◆個人事業者等に対する安全衛生対策の推進

　  　 今年度から 立入禁止や退避等の措置（ 安衛法第 2 0

条、 第 2 1 条及び第 2 5 条） が労働者以外の作業者

にも 拡大さ れる ため、 周知及び指導を 徹底し ま す。

ま た、 令和６ 年５ 月 2 8 日策定の「 個人事業者等の

健康管理に関する ガイ ド ラ イ ン 」 の周知・ 啓発を 図

り ます。

◆業種別の労働災害防止対策の推進

　 ・ 陸上貨物運送事業については、 改正安衛則（ 昇降

設備及び保護帽、 テールゲート リ フ タ ー特別教育）

の周知徹底によ り 荷役作業の災害の防止を 図る と

と も に、 荷主等にも 「 陸上貨物運送事業における

荷役作業における安全対策ガイ ド ラ イ ン」 の周知、

取組の促進を 図り ます。  

　 ・ 建設業については、 墜落・ 転落災害防止対策など

強化さ れた安衛則や改正さ れた関係ガイ ド ラ イ ン

について周知、 指導等を 行う 等建設工事における

労働災害防止対策の推進を 図り ます。

　 ・ 製造業については、 機械災害防止のため、「 危険性

又は有害性等の調査等に関する 指針」 及び「 機械

の包括的な安全基準に関する 指針」 に基づき 、 リ

スク アセスメ ン ト 、 残留リ スク の情報提供の確実

な実施を 促進し ます。

【 厚生労働省 HP：

高齢労働者の安全衛生対策について】

【 労働安全衛生法関係の

届出・ 申請等帳票印刷に

係る 入力支援サービ ス】

業種別死傷災害件数（ 令和６ 年） 令和 7 年 2 月
速報値

製造業  1,019人、 13％

建設業
714人、 9％

陸上貨物運送事業
1,123人、 14％

第三次産業

4,686人、 59％

う ち小売業

1,082人、 14％

社会福祉施設

1,098人、 14％

その他
406人、 5％
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  労働者の健康確保対策の推進
　 長時間労働やメ ン タ ルヘルス不調などによ る 健康障害を 防止する

ため、 医師によ る 面接指導やスト レ スチェ ッ ク 制度の導入等に向け

た指導を 引き 続き 展開し ます。

　 治療と 仕事の両立支援に関する 取組の促進のため、 ガイ ド ラ イ ン

等の周知啓発を 行います。

  化学物質等による健康障害防止対策の推進
　 化学物質の自律的管理に向けた指導を 実施する ほか、 熱中症によ る 労働災害防止に向けた STOP！熱中

症ク ールワーク キャ ンペーン（ 職場における熱中症予防対策） を 展開し ます。

　 建築物等の解体・ 改修作業等に従事する労働者の石綿ばく 露を 防止するため、 石綿除去等作業時における

ばく 露防止措置の徹底について工事等の受発注者への周知啓発を 引き 続き 図り ます。

  今後の安全衛生対策について
　 多様な人材が安全に、 かつ安心し て働き 続けら れる職場環境の整備を 推進するため、 個人事業者等に対す

る安全衛生対策の推進、 職場のメ ンタ ルヘルス対策の推進、 化学物質による健康障害防止対策の推進、 機械

等による労働災害防止の促進等、 高齢者の労働災害防止の推進、 治療と 仕事の両立支援対策の推進等に係る

労働安全衛生法等の改正法案等が成立し た場合には、 円滑な施行に向けて、 改正内容について十分な周知に

取り 組みます。

  労災保険給付の迅速・ 適正な給付
　 社会的関心が高い過労死等事案については請求件数が年々増加し ていると こ ろ 、認定基準等に基づく 迅速・

適正な事務処理を 一層推進し ます。
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（ 人） （ 人）

H27

36
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H28

28

6 ,598
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30

6 ,551

H30

34 34

6 ,9 20

R元

24

7 ,095

R2

37

7 ,204

R3

49 42

7 ,560

R4 R5 R6

30

7 ,7 92 8 ,002 7 ,948

（ 令和 6 年のみ令和 7 年 2 月の速報値）

死亡者数（ 人） 死傷者数（ 人）

神奈川労働局内の休業４ 日以上の死傷者数及び死亡者数の推移

R元年度

脳・ 心臓疾患の労災請求件数等の推移 精神障害の労災請求件数等の推移

請求件数（ 神奈川） 決定件数（ 神奈川） うち支給決定件数
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56
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R3年度
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41

9
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監督署名 管　 　 　 　 轄 所　 　 在　 　 地 電 話 番 号

横浜南
中区、 南区、 磯子区、 港南区、
金沢区

〒 2 3 1 -0 0 0 3 横浜市中区北仲通 5 -5 7
横浜第２ 合同庁舎 9 階

0 4 5 -2 1 1 -7 3 7 4 （ 監督）
0 4 5 -2 1 1 -7 3 7 5 （ 安全衛生）
0 4 5 -2 1 1 -7 3 7 6 （ 労災保険）

鶴　 見 鶴見区（ 扇島を 除く ） 〒 2 3 0 -0 0 5 1 横浜市鶴見区鶴見中央 2 -6 -1 8
0 4 5 -5 0 1 -4 9 6 8 （ 監督）
0 4 5 -2 7 9 -5 4 8 6 （ 安全衛生）
0 4 5 -2 7 9 -5 4 8 7 （ 労災保険）

横浜西
戸塚区、 瀬谷区、 泉区、 栄区、
保土ケ谷区、 旭区

〒 2 4 0 -8 6 1 2 横浜市保土ケ谷区岩井町 1 -7
保土ケ谷駅ビル４ 階

0 4 5 -3 3 2 -9 3 1 1 （ 監督）
0 4 5 -2 8 7 -0 2 7 4 （ 安全衛生）
0 4 5 -2 8 7 -0 2 7 5 （ 労災保険）

横浜北
神奈川区、 西区、 港北区、 緑区、
青葉区、 都筑区

〒 2 2 2 -0 0 3 3 横浜市港北区新横浜 2 -4 -1
日本生命新横浜ビル 3・ 4 階

0 4 5 -4 7 4 -1 2 5 1 （ 監督）
0 4 5 -4 7 4 -1 2 5 2 （ 安全衛生）
0 4 5 -4 7 4 -1 2 5 3 （ 労災保険）

川崎南 川崎区、 幸区、 鶴見区扇島 〒 2 1 0 -0 0 1 2 川崎市川崎区宮前町 8 -2
0 4 4 -2 4 4 -1 2 7 1 （ 監督）
0 4 4 -2 4 4 -1 2 7 2 （ 労災保険）
0 4 4 -2 4 4 -1 2 7 3 （ 安全衛生）

川崎北
高津区、 多摩区、 宮前区、 麻生区、
中原区

〒 2 1 3 -0 0 0 1 川崎市高津区溝口 1 -2 1 -9
0 4 4 -3 8 2 -3 1 9 0 （ 監督）
0 4 4 -3 8 2 -3 1 9 1 （ 安全衛生）
0 4 4 -3 8 2 -3 1 9 2 （ 労災保険）

横須賀 横須賀市、 三浦市、 逗子市、 三浦郡 〒 2 3 8 -0 0 0 5 横須賀市新港町 1 -8 横須賀地方合同庁舎５ 階 0 4 6 -8 2 3 -0 8 5 8

藤　 沢 鎌倉市、 藤沢市、 茅ヶ 崎市、 高座郡
〒 2 5 1 -0 0 5 4 藤沢市朝日町 5 -1 2

藤沢労働総合庁舎 3 階

0 4 6 6 -2 3 -6 7 5 3 （ 監督）
0 4 6 6 -9 7 -6 7 4 8 （ 安全衛生）
0 4 6 6 -9 7 -6 7 4 9 （ 労災保険）

平　 塚 平塚市、 伊勢原市、 秦野市、 中郡
〒 2 5 4 -0 0 4 1 平塚市浅間町 1 0 -2 2

平塚地方合同庁舎３ 階

0 4 6 3 -4 3 -8 6 1 5 （ 監督）
0 4 6 3 -4 3 -8 6 1 8 （ 安全衛生）
0 4 6 3 -4 3 -8 6 1 6 （ 労災保険）

相模原 相模原市
〒 2 5 2 -0 2 3 6 相模原市中央区富士見 6 -1 0 -1 0

相模原地方合同庁舎 4 階

0 4 2 -7 5 2 -2 0 5 1 （ 監督）
0 4 2 -8 6 1 -8 6 3 1 （ 安全衛生）
0 4 2 -8 6 1 -8 6 3 2 （ 労災保険）

厚　 木
厚木市、 海老名市、 座間市、
愛甲郡、 大和市、 綾瀬市

〒 2 4 3 -0 0 1 8 厚木市中町 3 -2 -6
厚木 T ビル 5 階

0 4 6 -4 0 1 -1 6 4 1 （ 監督）
0 4 6 -4 0 1 -1 9 6 0 （ 安全衛生）
0 4 6 -4 0 1 -1 6 4 2 （ 労災保険）

小田原
小田原市、 足柄下郡、 南足柄市、
足柄上郡

〒 2 5 0 -0 0 1 1 小田原市栄町 1 -1 -1 5
ミ ナカ 小田原９ 階

0 4 6 5 -2 2 -7 1 5 1 （ 監督・ 安全衛生）
0 4 6 5 -2 2 -7 1 5 2 （ 労災保険）

安定所名 管　 　 　 　 轄 所　 　 在　 　 地 電 話 番 号

横　 浜
中区、 南区、 磯子区、 港南区、
神奈川区、 西区、 保土ケ谷区、
旭区

〒 2 3 1 -0 0 0 1 横浜市中区新港 1 -6 -1 よこはま新港合同庁舎 1・ 2 階（ 本庁舎）
0 4 5 -6 6 3 -8 6 0 9

〒 2 2 0 -0 0 0 4 横浜市西区北幸 1 -1 1 -1 5 横浜 ST ビル 4 階（ 分庁舎）

横浜港労働出張所 〒 2 3 1 -0 0 0 2 横浜市中区海岸通 4 -2 3 0 4 5 -2 0 1 -2 0 3 1

戸塚 戸塚区、 瀬谷区、 泉区、 栄区 〒 2 4 4 -8 5 6 0 横浜市戸塚区戸塚町 3 7 2 2 0 4 5 -8 6 4 -8 6 0 9

港北 港北区、 緑区、 青葉区、 都筑区
〒 2 2 2 -0 0 3 3 横浜市港北区新横浜 3 -2 4 -6

横浜港北地方合同庁舎 1・ 3・ 4 階
0 4 5 -4 7 4 -1 2 2 1

横浜南

金沢区、 横須賀市のう ち船越町、
港が丘、 田浦町、 田浦港町、 田浦
大作町、 田浦泉町、 長浦町、
箱崎町、 鷹取、 湘南鷹取、
追浜本町、 夏島町、 浦郷町、
追浜東町、 追浜町、 浜見台、
追浜南町、 逗子市、 三浦郡

〒 2 3 6 -8 6 0 9 横浜市金沢区寺前 1 -9 -6 0 4 5 -7 8 8 -8 6 0 9

川　 崎 鶴見区（ 横浜市）、 川崎区、 幸区 〒 2 1 0 -0 0 1 5 川崎市川崎区南町 1 7 -2 0 4 4 -2 4 4 -8 6 0 9

川崎北
高津区、 多摩区、 宮前区、
麻生区、 中原区

〒 2 1 3 -8 5 7 3 川崎市高津区千年 6 9 8 -1
0 4 4 -7 7 7 -8 6 0 9

〒 2 1 3 -0 0 1 1 川崎市高津区久本 3 -5 -7 　 新溝ノ口ビル 4 階

横須賀
横須賀市（ 横浜南所管轄を 除く ）、
三浦市

〒 2 3 8 -0 0 1 3 横須賀市平成町 2 -1 4 -1 9 0 4 6 -8 2 4 -8 6 0 9

藤　 沢
鎌倉市、 藤沢市、 茅ヶ 崎市、
高座郡

〒 2 5 1 -0 0 5 4 藤沢市朝日町 5 -1 2 　 藤沢労働総合庁舎 1・ 2 階 0 4 6 6 -2 3 -8 6 0 9

平　 塚 平塚市、 伊勢原市、 中郡 〒 2 5 4 -0 0 4 1 平塚市浅間町 1 0 -2 2 　 平塚地方合同庁舎 1・ 2 階 0 4 6 3 -2 4 -8 6 0 9

小田原 小田原市、 足柄下郡 〒 2 5 0 -0 0 1 1 小田原市栄町 1 -1 -1 5 　 ミ ナカ 小田原９ 階 0 4 6 5 -2 3 -8 6 0 9

相模原 相模原市
〒 2 5 2 -0 2 3 6 相模原市中央区富士見 6 -1 0 -1 0

相模原地方合同庁舎 1 階
0 4 2 -7 7 6 -8 6 0 9

厚　 木
厚木市、 海老名市、 座間市、
愛甲郡

〒 2 4 3 -0 0 0 3 厚木市寿町 3 -7 -1 0 0 4 6 -2 9 6 -8 6 0 9

大　 和 大和市、 綾瀬市 〒 2 4 2 -0 0 1 8 大和市深見西 3 -3 -2 1 0 4 6 -2 6 0 -8 6 0 9

松　 田 秦野市、 南足柄市、 足柄上郡 〒 2 5 8 -0 0 0 3 足柄上郡松田町松田惣領 2 0 3 7 0 4 6 5 -8 2 -8 6 0 9

労働基準監督署

公共職業安定所（ ハロ ーワーク ）
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１ ． 事業場に対する指導
２ ． 重大・ 悪質な法違反事案等についての司法処分
３ ． 事業主等から 提出さ れる許可申請、 認定申請、
　 　 届出等の処理
４ ． 申告・ 相談等に対する対応
５ ． 機械設備等の安全・ 衛生面の指導
６ ． 災害調査の実施・ 統計調査の実施
７ ． 労災保険の給付及び社会復帰促進事業
８ ． 労働保険の適用・ 徴収

労 働 基 準 監 督 署

１ ． 仕事をお探し の方へのサービス
❶ 窓口での職業相談・ 職業紹介
❷ 求人情報の提供　 ❸ 雇用保険の給付
❹ 職業能力向上のための職業訓練等の相談

２ ． 事業主の方へのサービス
❶ 求人の受付・ 人材の紹介　 ❷ 雇用保険の適用
❸ 雇用管理指導

（ 障害者・ 高年齢者・ 外国人の雇用など）

公共職業安定所（ ハローワーク ）

ハローワークプラザよこはま ☎ 0 4 5 -4 1 0 -1 0 1 0

〒 2 2 0 -0 0 0 4  横浜市西区北幸 1 -1 1 -1 5 横浜ＳＴビル１階

ハローワークプラザ新百合ヶ丘 ☎ 0 4 4 -9 6 9 -8 6 1 5
〒2 15-00 04  川崎市麻生区万福寺 1-2-2  新百合トウェンティワン 1 階

ハローワークプラザ湘南 ☎ 0 4 6 6 -4 2 -1 6 1 6
〒2 52-08 04  藤沢市湘南台 1-4 -2  ピノスビル 6 階

かながわ若者就職支援センタ ー（ ハローワークコーナー）
シニア・ ジョ ブスタ イル・ かながわ（ ハローワークコ ーナー）

☎ 0 4 5 -4 1 0 -3 3 5 7

☎ 0 4 5 -4 1 2 -4 1 2 3

〒 2 2 0 -0 0 0 4  横浜市西区北幸 1 -1 1 -1 5 横浜ＳＴビル 5 階

横浜新卒応援ハローワーク ☎ 0 4 5 -3 1 2 -9 2 0 6

〒 2 2 0 -0 0 0 4  横浜市西区北幸 1 -1 1 -1 5 横浜ＳＴビル１6 階

川崎新卒応援ハローワーク ☎ 0 4 4 -2 4 4 -8 6 0 9

〒 2 1 0 -0 0 1 5 川崎市川崎区南町 1 7 -2

横浜わかものハローワーク ☎ 0 4 5 -2 2 7 -8 6 0 9

〒 2 3 1 -0 0 0 3  横浜市中区北仲通 5 -5 7  横浜第 2 合同庁舎 3 階

マザーズハローワーク 横浜 ☎ 0 4 5 -4 1 0 -0 3 3 8

〒 2 2 0 -0 0 0 4  横浜市西区北幸 1 -1 1 -1 5  横浜ＳＴビル１6 階

相模大野職業相談コーナー
マザーズハローワーク 相模原

☎ 0 4 2 -8 6 2 -0 0 4 0

☎ 0 4 2 -8 6 2 -0 0 4 2

〒 2 5 2 -0 3 0 3  相模原市南区相模大野 3 -1 1 -7  相模大野 B ＆Ｖビル 5・ 6 階

伊勢原市ふるさと ハローワーク ☎ 0 4 6 3 -9 5 -5 6 5 2

〒 2 5 9 -1 1 3 1  伊勢原市伊勢原 2 -7 -3 1  伊勢原シティプラザ 5 階

茅ヶ崎市ふるさと ハローワーク ☎ 0 4 6 7 -8 6 -0 5 6 2

〒253-0044  茅ヶ崎市新栄町 13-32  茅ヶ崎市勤労市民会館 2 階

秦野市ふるさと ハローワーク ☎ 0 4 6 3 -8 4 -0 8 1 0

〒 2 5 7 -0 0 5 1  秦野市今川町 1 -3  秦野駅前農協ビル 3 階

相模原市総合就職支援センタ ー（ ハローワークコ ーナー） ☎ 0 4 2 -7 0 0 -1 5 6 0

〒252-0143  相模原市緑区橋本 6-2-1  シティ・プラザはしもと 6 階

〒 2 3 1 － 8 4 3 4 　 横浜市中区北仲通５ － 5 7 　 横浜第２ 合同庁舎８ ・ 1 3 階（ 本庁舎）

総 務 部 総務課 ８ 階
労働局職員の人事・ 福利厚生、 会計、 総務 ☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 5 0

情報公開 ☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 4 9

雇用環境
・ 均等部

企画課

1 3 階

広報、 企画調整、 両立支援等助成金・ 業務改善助成金・
働き 方改革推進支援助成金等の受付

☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 5 7

指導課
男女雇用機会均等、仕事と 家庭の両立、総合労働相談（ ハラ スメ ント 含む）、

ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス、 フ リ ーラ ンス（ 就業環境の整備に限る）
☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 8 0

労働基準部

監督課

８ 階

労働条件の確保、 事業場の監督指導 ☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 5 1

安全課 労働災害の防止等 ☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 5 2

健康課 労働者の健康管理、 作業環境の改善等 ☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 5 3

賃金室 最低賃金及び最低工賃の決定等 ☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 5 4

労災補償課 労災補償等 ☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 5 5

労災補償課分室 1 3 階 労災医療費の審査 ☎ 0 4 5 -2 2 2 -6 6 2 5

〒 2 3 1 － 0 0 1 5 　 横浜市中区尾上町５ － 7 7 －２ 　 大和地所馬車道ビ ル２ ・ ３ ・ ５ ・ ９ 階（ 分庁舎）

総務部 労働保険徴収課 ９ 階
労働保険料の徴収・ 収納、

労働保険関係の成立、 保険料申告の事務
☎ 0 4 5 -6 5 0 -2 8 0 3

職業安定部

職業安定課 ３ 階

（ 助成金
は５ 階）

職業紹介、 雇用保険 ☎ 0 4 5 -6 5 0 -2 8 0 0

職業対策課 高年齢者・ 障害者等の雇用促進、 助成金の受付、 相談 ☎ 0 4 5 -6 5 0 -2 8 0 1

訓練課 求職者支援制度、 職業訓練 ☎ 0 4 5 -2 7 7 -8 8 0 2

需給調整事業課 ２ 階 労働者派遣事業・ 職業紹介事業の許可・ 届出及び指導等 ☎ 0 4 5 -6 5 0 -2 8 1 0

ハロ ーワーク の付属施設

神奈川労働局各課・ 室一覧

神奈川労働局雇用環境・ 均等部
指導課総合労働相談コ ーナー

〒２ ３ １ －８ ４ ３ ４
横浜市中区北仲通５ － 5 7 　 横浜第２ 合同庁舎 1 3 階

☎ 0 4 5 -2 1 1 -7 3 5 8

横浜駅西口総合労働相談コ ーナー
〒２ ２ ０ －０ ０ ０ ４
横浜市西区北幸１ － 1 1 － 1 5 　 横浜Ｓ Ｔ ビル 1 1 階

☎ 0 4 5 -3 1 7 -7 8 3 0

労働基準監督署内総合労働相談

コ ーナー（ 各労働基準監督署に

設置し てあり ます。）

横浜南　 ☎0 4 5 -2 7 4 -8 2 9 5
横浜北　 ☎0 4 5 -2 7 4 -8 3 1 9
横須賀　 ☎0 4 6 -8 2 3 -0 8 5 8
相模原　 ☎0 4 2 -7 5 2 -1 4 2 7

鶴　 見　 ☎0 4 5 -2 7 9 -5 4 8 2
川崎南　 ☎0 4 4 -3 8 1 -5 2 7 9
藤　 沢　 ☎0 4 6 6 -2 3 -7 2 2 3
厚　 木　 ☎0 4 6 -4 0 1 -1 9 6 5

横浜西　 ☎0 4 5 -2 8 7 -0 2 6 8
川崎北　 ☎0 4 4 -3 8 1 -9 4 3 5
平　 塚　 ☎0 4 6 3 -4 3 -8 6 1 5
小田原　 ☎0 4 6 5 -2 2 -7 1 5 1

総合労働相談コ ーナー
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